
様式第１号
中心市街地食品流通円滑化事業に係る特定民間中心市街地活性化事業計画認定申請書

平成 年 月 日

農林水産大臣 殿

住所
名称
代表者の氏名 印

中心市街地の活性化に関する法律第４０条第１項の規定により、下記の中心市街地食品流通円
滑化事業（以下「食品流通円滑化事業」という。）に係る特定民間中心市街地活性化事業計画
（以下「食品流通円滑化事業計画」という。）について認定を受けたいので申請します。

記

１．食品流通円滑化事業計画を作成する法人等の概要
(1) 法人の概要
① 設立年月日
② 出資の総額又は資本の額
③ ②における食品小売業者又は食品小売事業協同組合等の出資又は拠出割合
④ 組合員等数又は従業員数
⑤ 年間予算額又は売上高
⑥ 事業又は業務の内容

(2) 食品商業集積の状況

集積施設の名称 設置場所 設置年月 集 積 店 舗 数 取扱品目 備 考

食品 店
その他食品以外 店

計 店

(3) 食品流通円滑化事業を実施する入居者等の概要

入居者等名 代表者名 設立年月日 従業員数 資本金等額 年間売上高 取扱品目

年 月 日 人 千円 千円

計

２．食品小売業等の現状と課題

３．食品流通円滑化事業の目標



４．食品流通円滑化事業（食品商業集積施設）の内容
(1) 商業施設の整備

整備する施設等の規模・能力等 事 業 費年度 施設等名称 備 考（㎡等） （千円）

計
(注) 「施設等名称」の欄は店舗、倉庫等を記載すること。

(2) 商業基盤施設の整備

年度 施設等名称 整備する施設等の規模・能力等 事業費 備 考
（㎡、台等） （千円）

計
(注) １ 「施設等名称」の欄は、駐車場、駐輪場、アーケード、コミニュティー施設、イベ

ント広場、研修施設等を記載すること。

５．食品流通円滑化事業の実施時期
年 月～ 年 月

６．食品流通円滑化事業を実施するのに必要な資金の額及び調達方法

調 達 先 （千円）
年 度 施設等名称

中小 国生 沖縄 民間金 県・市 自己 その他 計
公庫 公庫 公庫 融機関 等融資 資金

土 地

建 物

機械装置

小 計

運転資金

計

土 地

建 物

計 機械装置

小 計

運転資金

計

(注) １ 「調達先」の欄は、該当する金融機関について記載すること。
２ 「民間金融機関」の欄は、具体的な金融機関名を記載すること。
３ 「その他」の欄は、国、都道府県、市町村等が行う補助について、補助主体も併せ
て記載すること。

４ 経営管理の合理化等の措置に係る経費は、運転資金の欄に記載すること。



７．消費者の食品に関する購買の利便の確保に係る事項

８．中心市街地の活性化に資する事項

９．その他
（１）周辺の住宅の分布状況、道路及び交通網の整備状況、周辺の小売店の立地状況、防災対策

等への配慮
（２）高齢者、障害者等が利用しやすいものとなるよう施設のバリアフリー化等への配慮

（注）本申請書に、基本計画の概要、地元関係者との用地等の調整に関する参考資料、施設等の
配置図、平面図、構造能力等を示す図面、仕様書等のほか、食品流通円滑化事業計画の作成
主体が食品小売事業協同組合等の組織的な団体である場合には、①食品流通円滑化事業計画
の実施を議決した総会、総代会又は理事会等の議事録の写し、②団体の定款又は寄付行為若
しくは食品流通円滑化事業計画に関する事項を定めている規約、③団体の事業計画書及び収
支予算書、④団体の組合員又は会員名簿等を添付する。


